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２００７年度（２００８年２月期）

中間決算（07/03/01～07/08/31）

発表資料
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目目 次次

＜数値の表記について＞

資料中、特に注記がない場合を除き下記の方法により記載しております。

◇全て連結を対象として記載

◇記載金額は百万円未満を切り捨て

◇比率は小数点第２位を四捨五入

◇会計期間は３月１日から翌年２月末日であり本資料は中間期である

２００７年３月１日～同年８月３１日までを対象として記載

３．中期経営計画とその進捗３．中期経営計画とその進捗

１．１．20072007年度中間業績年度中間業績

２．下期のホットニュース２．下期のホットニュース

（参考）（参考） 会社概況会社概況



3

１．２００７年度中間業績１．２００７年度中間業績
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期首予想上方修正、「ＡＤ中期経営計画」好調期首予想上方修正、「ＡＤ中期経営計画」好調

合併効果により

売上高１.４倍、経常利益１.７５倍（前年同期比）

合併後、初の組織機構改革実施、

よりスリムで筋肉質、戦略的な企業体質に

海外への展開本格化
世界のイオンディライトへ
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①イオンディライトハイライト

１．中期経営計画策定１．中期経営計画策定

２０１０年度、売上高２０００億円２０１０年度、売上高２０００億円

経常利益１５０億円経常利益１５０億円

２．合併後、初の組織機構改革で２．合併後、初の組織機構改革で

更にスリムで筋肉質な企業体制へ更にスリムで筋肉質な企業体制へ

旧旧22社の障壁なく、スムーズな融合が実現社の障壁なく、スムーズな融合が実現

３．教育改革に着手、教育投資を２倍３．教育改革に着手、教育投資を２倍

技術とホスピタリティのイオンディライトピープル育成技術とホスピタリティのイオンディライトピープル育成
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②新規就業

１．グループ外（新規）１．グループ外（新規）

２．イオングループ内（新規）２．イオングループ内（新規）

３．イオングループ内（既存店舗の受託）３．イオングループ内（既存店舗の受託）

切り替え

受託完了

ＧＭＳ ７店舗
ＳＭ １９店舗



7

③業務拡大

１．国内№１企業から海外へ１．国内№１企業から海外へ

北京プロジェクト、はじまる北京プロジェクト、はじまる

イオンモール㈱の北京出店に合わせ、現地に独資法人を設立予定。

プロジェクトチームでの現地対応、具体化。

２．大・小問わず、全商業施設のフルライン化、実現２．大・小問わず、全商業施設のフルライン化、実現

エイ・ジー･サービス㈱と業務・資本提携エイ・ジー･サービス㈱と業務・資本提携
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④株主さまへの還元

１．株主優待制度、導入１．株主優待制度、導入

２．株主さまとのリスク共有を強化２．株主さまとのリスク共有を強化

株式報酬型ストックオプション制度の導入株式報酬型ストックオプション制度の導入

基準日 ：毎年２月末日

対象株主さま：１００株以上を所有する株主さま

優待品 ：イオン商品券またはトップバリュ商品

（口数別選択制）

株式報酬型ストックオプション
役員退職慰労金制度

廃 止

株価上昇・下落のリスク共有

業績向上への意欲や士気の高揚
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⑤ＣＳＲ活動

１．ラオスにイオンディライトが学校設立（国際）１．ラオスにイオンディライトが学校設立（国際）

２．クリーンデーで街をきれいに（地域）２．クリーンデーで街をきれいに（地域）

イオンディライトグループ全社で

１校１校の建設寄贈が決定

イオン１％クラブ、
日本ユニセフを経て

御堂筋・堺筋 河川の一斉清掃

10

⑥損益計算書（要約）

単位：百万円

2006年度
中間期

売上
構成比(%)

2007年度
中間期

売上
構成比(%)

前期比
(%)

増減額

売上高 47,427 100.0 67,766 100.0 142.9 20,339

営業利益 2,206 4.7 3,935 5.8 178.4 1,729

経常利益 2,189 4.6 3,833 5.7 175.1 1,644

当期純利益 1,191 2.5 2,080 3.1 174.6 889
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⑦セグメント別売上高

２００６年度中間期

２００７年度中間期

単位：百万円

◇その他事業は、土地・建物の賃貸事業、技術研修事業及び人材派遣業などです。

◇総合の強みを更に推進、各分門とも順調に推移

建設施工

１５.２％

警備保安

２３.２％

施設管理

３０.８％

清掃

２７.８％

その他３.１％

建設施工

１４.６％

警備保安

２５.０％

施設管理

２８.３％

清掃

２９.９％

その他２.３％

2006年度
中間期

2007年度
中間期

前年同期比
(%)

増減額

施設管理事業 14,600 19,153 131.2 4,552

警備保安事業 10,986 16,915 154.0 5,928

清掃事業 13,179 20,258 153.7 7,079

建設施工事業 7,213 9,904 137.3 2,691

45,980 66,232 144.0 20,252

その他事業 1,447 1,533 106.0 87

47,427 67,766 142.9 20,338①＋②売上高合計

ビル管理部門計

①ビル管理部門

②その他部門
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⑧グループ内外別売上高

◇グループ内受託が順調に推移、今後の外部営業にも高まる期待感

２００６年度中間期 ２００７年度中間期

単位：百万円

グループ内

５４.９％

グループ外

４５.１％

2006年度
中間期

2007年度
中間期

前年同期比
(%)

増減額

26,020 45,596 175.2 19,575

21,407 22,169 103.6 762

47,427 67,765 142.9 20,338①＋②売上高合計

グループ内

グループ外

グループ内

６７.３％

グループ外

３２.７％



13

⑨貸借対照表（要約）

単位：百万円

2006年度
期末

2007年度
中間期

増減額
2006年度

期末
2007年度

中間期
増減額

流動資産 27,837 29,123 1,286 流動負債 21,447 23,250 1,802

固定資産 20,246 19,970 ▲ 276 固定負債 7,467 5,091 ▲ 2,376

48,084 49,094 1,009 48,084 49,094 1,009

有形固定資産 1,990 ▲ 36

1604,219

2,026

13,760 ▲ 401

4,058投資等

評価換算差額

純資産合計

28,915 28,341 ▲ 573

1,68320,51118,828

▲ 99

1,58320,75219,169

340 240

負債・純資産合計資産合計

無形固定資産 14,161

負債合計

株主資本
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⑩キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュフロー 投資活動によるキャッシュフロー 財務活動によるキャッシュフロー

○税引前当期純利益の計上
⇒３８⇒３８..２４２４億円の増加億円の増加

○受取手形・売掛金
⇒２１⇒２１..２８２８億円の減少億円の減少

○支払手形・買掛金
⇒１２⇒１２..９５９５億円の増加億円の増加

○無形固定資産（ソフトウェア）の
取得
⇒１⇒１..２４２４億円の減少億円の減少

○債権流動化資金返還
⇒２７億円の減少⇒２７億円の減少

○配当金の支払い
⇒３⇒３..９６９６億円の減少億円の減少

単位：百万円

○法人税等の支払い
⇒１４⇒１４..０１０１億円の減少億円の減少

2006年度
期末

2007年度
中間期

増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,680 2,711 1,031

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 13,426 ▲ 673 12,753

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,021 ▲ 3,096 ▲ 14,117

現金及び現金同等物の増減額 ▲ 724 ▲ 1,058 ▲ 334

現金及び現金同等物の期首残高 10,194 9,469 ▲ 725

現金及び現金同等物の中間期末残高 9,469 8,410 ▲ 1,059

主な要因

○有形固定資産（清掃用機材等）
の取得
⇒１⇒１.64.64億円の減少億円の減少
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⑪利益還元について（配当予想）

08年２月期の株式配当予想については、07年4月4日付け「2008年2月期決算短信（連結）」表紙にて開示しております。

（下期）（上期）

３０円

―

３０円

２００７年度

配当予想

５円

１５円

３０円
年間配当

（計）

―記念配当

１０円

２００６年度配当実績

普通配当

堅調な業績により、期首予想通り配当予定堅調な業績により、期首予想通り配当予定

（増配５円）

16
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２．下期のホットニュース２．下期のホットニュース
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①０７年度の予想

単位：百万円

額 ％

売上高 111,170 100.0 132,000 100.0 20,830 118.7%

営業利益 5,576 5.0 7,550 5.7 1,974 135.4%

経常利益 5,485 4.9 7,400 5.6 1,915 134.9%

当期純利益 2,998 2.7 4,000 3.0 1,002 133.4%

売上構成比
（％）

対前期増減
2006年度

実績
売上構成比

（％）
07年度業績予想

（修正後）
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②海外戦略

イオンディライト北京物業管理有限公司（仮称）
北京市昌平区
大林哲雄
１１月１日
５００万元
イオンディライト株式会社１００％
１２月３１日
建物管理業務

① イオングループや日系企業の

海外戦略と連動

② アジア戦略の推進

（中国、タイ、マレーシア）

海外マーケット海外マーケット

仮称） イオン北京国際商城ＳＣ

社 名
所 在 地
代 表 者
設 立 予定
資 本 金
持 株 比率
決 算 期
業 務 内容

国内マーケット国内マーケット
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③商業施設管理シェア、３２％→４０％超へ→更に・・

１３０店舗の業務開始
対 象 店 舗 ： １３０店舗

従 事 者 数 ： 約７７０名（新規採用約２００名）

業 務 開 始 ： １０月１日からスタート

今年度売上 ： 約１５億円

日本の大型商業施設 約１,２００万㎡

イオン

マイカル 約５００万㎡超

ポスフール

ダイエー

国内大規模商業施設面積のシェア、４０％以上



21

３．中期経営計画とその進捗３．中期経営計画とその進捗
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①２０１０年度のＰＬ（目標）

売上高 経常利益 当期純利益

1,111
億円

５４.８５

億円

２９.９８

億円

４０億円

２,０００億円 １５０億円 ７５億円

単位：百万円

２００６
年度

２００７年度
予想

２０１０年度
(１１.２)

２００６
年度

２００７年度
予想

２０１０年度
(１１.２)

２００６
年度

２００７年度
予想

２０１０年度
(１１.２)

１,３２０億円

グラフの大きさはイメージです。達成率は2007年度予想を2010年度まで除したものを百分率にて示したものです。

ＰＬ

‘０６比約１.８倍

上期
677億

‘０６比約２.７倍

７４億円

上期
３８.３億

‘０６比約２.５倍

上期
２０.８億

2006年度
実績

2007年度
通期予想

2010年度
目標

売上高 111,170 132,000 200,000

経常利益 5,485 7,400 15,000

当期純利益 2,998 4,000 7,500
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②２０１０年度のＢＳ（目標）

◇上記の目標値は期間中、株式分割や増資等を実施せず、現在と同じ状況で推移した場合。グラフの大きさはイメージです。

４８０.８

億円

２８９.２

億円
総資産

負債

純資産

１９１.７

億円

７００億円

３２０億円総資産

負債

純資産

３８０億円

２００６年度
２０１０年度

(１１.２)

２．経営指標

１．ＢＳ

‘０６比約１.４６倍

４９０.９

億円

２８３.４

億円
総資産

負債

２００７年度
中間

純資産

２０７.５

億円

2006年度
実績

2010年度
目標

売上高経常利益率 4.9% 7.5%

売上高当期純利益率 2.7% 3.8%

EPS（1株当り当期純利益） １５１.１７円 半期） 104.87円 380円

BPS（1株当り純資産） ９６６.４１円 1,910円

ROE（自己資本当期純利益率） 16.9% 半期） 10.4% 19.8%

ROA（総資産経常利益率） 13.9% 半期） 7.9% 26.2%

自己資本比率 39.9% 54.0%42.3%

2007年度
中間

5.7%

3.1%

1,046.23円
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既存事業の成長戦略
イオングループ内事業の拡大

イオングループ外事業の拡大

新規ビジネス戦略

新規事業への取り組み

積極的なＭ＆Ａ・ｱﾗｲｱﾝｽ

経営基盤の強化戦略

人財の育成

組織・風土の改革

成長戦略を支える財務基盤

三

大

戦

略

③「環境価値」創造企業へ ―３大戦略―

メンテナンス業から「環境価値」創造企業へ
業から「産業」への変革を実現する３つの戦略
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（参考）（参考） 会社概況会社概況

26

イオンディライトは、

お客さまの「環境価値」を創造し続けます。

①ディライトウェイ ―経営理念―
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安全・快適を常に進化させる

「環境価値」創造のパイオニアとなる。

②ディライトウェイ ―ビジョン―

28

③日本の新しいメンテナンスを創出 ―イオンディライトグループ―

さらにグループ力を発揮して日本のメンテナンスを創出します

全国小型商業施設の施工・メンテナンスで抜群の信頼性
全国８,２００店舗の管理実績

２００７年３月業務・資本提携

商業施設警備の
エキスパート

金融施設管理の
エキスパート

バックオフィスサポートの
エキスパート

次代を担う技術者養成の
エキスパート

イオンディライト
セキュリティ㈱

イオンディライト
セレス㈱

イオンディライト
タワーズ㈱

エイ・ジー・サービス㈱

イオンディライトイオンディライト
アカデミー㈱アカデミー㈱
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1,697
2,511

2,953

5,485

7,400

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2004.2 2005.2 2006.2 2007.2 2008.2

148

860

1,324

2,998

4,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2004.2 2005.2 2006.2 2007.2 2008.2

④損益推移

55,749 54,665
62,323

111,170

132,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2004.2 2005.2 2006.2 2007.2 2008.2

売上高 経常利益 当期純利益

単位：百万円１．推移グラフ

２．損益の推移
単位：百万円

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

売上高 55,749 99.3% 54,665 98.1% 62,323 114.0% 111,170 178.4% 132,000 118.7%

営業利益 1,686 79.7% 2,504 148.5% 2,949 117.8% 5,576 189.1% 7,550 135.4%

経常利益 1,697 80.5% 2,511 148.0% 2,953 117.6% 5,485 185.7% 7,400 134.9%

当期純利益 148 13.1% 860 581.1% 1,324 154.0% 2,998 226.4% 4,000 133.4%

２００７年度（予想）２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度
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⑤経営指標推移

（ご参考）

２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

ＥＰＳ（一株当たり当期純利益） 41.66円 64.26円 151.17円 半期） 104.87円

ＲＯＥ（自己資本当期純利益率） 5.70% 8.29% 16.85% 半期） 10.42%

ＲＯＡ（総資産経常利益率） 9.90% 10.70% 13.90% 半期） 7.88%

売上高経常利益率 4.59% 4.74% 4.93% 5.66%

売上高当期純利益率 1.57% 2.11% 2.70% 3.07%

総資本回転率 2.15回 2.26回 2.83回 半期） 1.39回

自己資本比率 62.70% 53.69% 39.87%

1株当たり純資産 773.26円 825.28円 966.41円

２００７年度
中間期

1046.23円

42.27%



31

⑥資格保有数、№１―従業員保有資格数―

資格保有者さらに増加、延べ１９,７１２名に

◇上記は２００７年８月末日時点のデータ。

資格名 人数 資格名 人数 資格名 人数 資格名 人数
１級ボイラー技士 387 危険物取扱者乙種５類 3 社会保険労務士 2 第一種自家用発電設備専門技術 14
１級管工事施工管理技士 41 危険物取扱者乙種６類 5 昇降機検査資格者 2 第二種衛生管理者 175
１級建築士 14 危険物取扱者甲種 40 消防警備業務技能検定 4 宅地建物取引主任者 27
１級建築施工管理技士 15 危険物取扱者丙種 26 消防設備士乙種１類 61 駐車監視員 80
１級造園施工管理技士 1 機械警備業務管理者 90 消防設備士乙種２類 19 貯水槽清掃作業監督者 37
１級電気工事施工管理技士 185 貴重品運搬警備検定２級 21 消防設備士乙種３類 22 統括管理者 23
１級土木施工管理技士 12 技能士（機械保全） 7 消防設備士乙種４類 145 特級ボイラー技士 9
２級ボイラー技士 1108 空気環境測定者 23 消防設備士乙種５類 45 特殊建築物等調査資格者 248
２級管工事施工管理技士 52 空気調和衛生設備士 1 消防設備士乙種６類 326 特殊消防設備点検資格者 4
２級建築士 30 空港保安警備検定（２級） 1 消防設備士乙種７類 296 特定高圧ガス取扱主任者 13
２級建築施工管理技士 17 空調給排水管理監督者 2 消防設備士甲種１類 143 毒物劇物取扱責任者 6
２級造園施工管理技士 2 警備員指導教育責任者 224 消防設備士甲種２類 65 日商簿記１級 2
２級電気工事施工管理技士 123 警備員指導教育責任者（１号） 2 消防設備士甲種３類 51 日商簿記２級 20
２級土木施工管理技士 23 警備員指導教育責任者（２号） 3 消防設備士甲種４類 287 認定電気工事従事者 59
アマチュア無線 110 警備員指導教育責任者（４号） 1 消防設備士甲種５類 63 非常用予備発電装置工事資格者 10
インテリアプランナー 2 建築仕上診断技術者 3 上級救命講習終了証 36 病院清掃受託責任者 45
エネルギー管理員 50 建築設備検査資格者 226 常駐警備１級 11 普通救命講習終了証 299
エネルギー管理員（電気） 155 建築設備士 2 常駐警備２級 119 普通自動車運転免許 1030
エネルギー管理員（熱） 81 建築設備診断技術者 15 浄化槽管理士 52 簿記検定 16
エネルギー管理士 60 建築物環境衛生管理技術者 1157 職業訓練指導員 8 防火管理者乙種 9
エネルギー管理士（電気） 120 建築物清掃管理評価資格者２級 6 水道技術管理者講習受講者 8 防火管理者甲種 955
エネルギー管理士（熱） 31 交通誘導警備１級 10 清掃作業監督者 43 防火対象物点検資格者 266
システムアドミニストレータ 7 交通誘導警備２級 104 第１種消防設備点検資格者 649 防災センター要員講習受講者 747
ネオン工事資格者 4 公害防止管理者 37 第１種情報処理技術者 2 防災教育担当資格者 35
ビルクリーニング技能士 254 工事担任者アナログ・デジタル総合 29 第１種電気工事士 953 防除作業監督者 12
ビル設備管理技士１級 14 工事担任者アナログ１種 39 第１種電気主任技術者 11 防犯設備士 108
ビル設備管理技士２級 15 工事担任者アナログ２種 51 第１種電気通信主任技術者 5 無線技術士１級 2
ファシリティマネージャー 7 工事担任者アナログ３種 73 第１種冷凍機械責任者 33 無線技術士２級 3
ボイラー整備士 161 工事担任者デジタル１種 56 第２種消防設備点検資格者 617 無線通信士３級 1
マンションリフォームマネージャ 2 工事担任者デジタル２種 12 第２種情報処理技術者 5 陸上特殊無線技士１級 17
マンション管理士 8 工事担任者デジタル３種 22 第２種電気工事士 1886 陸上特殊無線技士２級 133
レーダー級海上特殊無線技士 19 行政書士 3 第２種電気主任技術者 103 陸上特殊無線技士３級 42
管理業務主任者 39 高圧電気工事士 86 第２種電気通信主任技術者 3 ATS浄化槽技術管理者 12
危険物取扱者乙種１類 4 自衛消防技術認定証 65 第２種冷凍機械責任者 231 貴重品運搬警備検定１級 3
危険物取扱者乙種２類 4 実用英語技能検定２級 7 第３種電気主任技術者 1070 区分所有管理士 4
危険物取扱者乙種３類 2 実用英語技能検定３級 9 第３種冷凍機械責任者 831 損害保険普通資格 8
危険物取扱者乙種４類 1141 実用英語技能検定４級 1 第一種衛生管理者 268 損害保険上級資格 1

合　　　計 １９,７１２名
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⑦従業員の状況

単位：名１．従業員数の推移

２．平均年齢の推移

◇上記は２００７年８月末日のデータであり、パート・アルバイト欄の人数は月１７２時間労働とした場合の人数です。

パート・アルバイト総数は５,２７４名であり、正・契・嘱５,５２７名を加えた全従業員数計は１０,８０１名となります。

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

期末 期末 期末 期末 期末 中間

1,984 1,898 2,306 2,396 3,810 3,855

72 100 157 184 367 354

2,056 1,998 2,463 2,580 4,177 4,209

契約社員 939 887 745 606 1,094 1,188

嘱託社員 213 176 131 132 133 130

1,152 1,063 876 738 1,227 1,318

3,996 3,332 2,499 2,444 2,834 2,816

7,204 6,393 5,838 5,762 8,238 8,343

パート・アルバイト

合計

計

男性

女性

計

年度
性別

正社員 男性

女性

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

期末 期末 期末 期末 期末 中間

42.4 43.1 41.8 44.1 45.2 45.8平均年齢 （才）

年度
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⑧株主の状況・株価推移
１．大株主の状況(上位１０社)

所有比率は発行済株式（2,070万株）に対する比率

３．株価推移(２００６年３月１日―２００７年８月３１日)

(２００６.４.２０)

５５４,２００株

(２００６.３.２)

１,２８２円／株

(２００７.８.１０)

４,２００円／株

内容

大出
来高

安値

高値

項目

２．所有者区分（比率）

◇上記は２００７年８月末日時点のデータです。

証券会社０.２%

その他の

国内法人

５９.２%
外国法人
１７.６%

個人その他

１０.０%

自己株式

４.２%
金融機関

８.９%

0

200,000

400,000

600,000

2006年3月 2006年5月 2006年8月 2006年10月 2006年12月 2007年3月 2007年6月 2007年8月

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

順位 株主名 所有株式数（株） 所有比率

1 ㈱マイカル 11,630,900 56.18

2 イオンディライト㈱　（自己所有） 864,525 4.17

3 日本トラスティサービス信託銀行㈱ 602,400 2.91

4 ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウント 526,000 2.54

5 ゴールドマンサックスインターナショナル 422,700 2.04

6 イオンディライト従業員持株会 412,700 1.99

7 カセイス バンク ルクセンブルグ クライアント アカウント 367,900 1.77

8 ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 305,800 1.47

9 日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 282,100 1.36

10 イオン㈱ 280,400 1.35
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本日は、ご清聴頂きまして誠にありがとうございました。

ご意見・ご質問につきましては、下記にお願いいたします。

本日、ご説明した内容につきましては発表日当日（２００７年１０月４日／５日）に入手可能な情報に基づき作成したものであり、
今後の様々な要因により業績予測につきましては、変更する場合がございます。

イオンディライト株式会社(証券コード：９７８７)

Ｉ Ｒ担当連絡先 部署名：ディライトコミュニケーション部

責任者名： 倉 方(クラカタ)

TEL ０６－６２６０－５６３２

FAX ０６－６２６０－５６５３

又は、ホームページよりお問い合わせください。

Ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ａｅｏｎｄｅｌｉｇｈｔ．ｃｏ．ｊｐ

※FAXにてご送信される方は、

お名前とご返答用連絡先を必ずご記入ください。


